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	鳩山政権は、基礎自治体を中心にすえた「地域主権」の確立に向け、地方の自主財源の大幅な増（補助金廃止と一括交付金への切り替え、ただし社会保障・義務教育関係は財源を確保）、国と地
	方の協議機関の設置等の具体化しようとしています。自治労は４月中に政府へ要請する予定で、北海道本部は、中央本部へ意見反映するため、各単組から意見を集約することとしました。





	

	＝９日の町長、８日の副町長との「重点交渉事項」について回答の要旨を報告します＝

	要求項目
	組織・機構・定数等に関連しグループ制の現状についての認識を示すこと

	回答書
	※支会別討論会の資料で報告済み

	交渉課題
	グループ制導入から２年を経て、当初の目的を踏まえ成果と課題、そして、グループリーダーの現状等、グループの運営に対する認識を示すよう求める。課長・主幹がグループリーダーとしての責任を果たしていないとの不満の声が組合員にはある。

	副町長

交渉結果
	グループリーダーへの評価はできていない。
管理職の側からのコミュニケーション不足も職員間の意思疎通不足、事務処理ミスに繋がっていると考えている。

当初の方針であった大課制への移行は、２年間先延ばしし、Ｈ24年度からとする。

機構に関しては、ワンストップサービスの観点から、住宅、水道をどうするのかというのが今後の課題と考えている。

機構に関しては、各課、グループの状況から配置を考えるので、４月人事に合わせグループの定数の見直しをするところもある。組合とは事前に協議する。

管理職の４人退職に伴い、４月１日に新たに４人を管理職発令する。

	町長・副町長

交渉結果
	当初の方針であった大課制への移行は、Ｈ24年度からとし引き続き、グループ制検討委員会で議論していただく。
グループリーダーへの不満が具体的にどのようなことなのか聞かせてほしい。

 交渉団 　グループリーダーに対する不満について、グループ制発足時に検討委員会で議論しグループリーダーの責任として確認されていた「マネージメント能力」と「コミュニケーション能力」の観点からその不十分な実態を伝えました。また、そうしたグループリーダーとしての責任が果たされず改善もされていない中で、グループ制検討委員会において「統括主査の設置」などの意見が出されていることに組合員の不満があること、そしてグループリーダーへの不満は組合が取り組んだ三角柱の「私の要求」にも現れていることを指摘しました。

【この後、町長からは次のとおり考えが示されました】

課、グループ内のコミュニケーションを改善するため、各担当に１年間の業務がどの時期にどのくらいあるのかをシート化し、それをもとに各グループや担当が随時、何をしているのか、何をしていくのかを確認しながら業務が出来るようにして管理職からのコミュニケーションを促したい。

【そして総務課長からは次のとおり説明がありました】
Ｈ22年度に目標管理制度について職員研修を行い、出来ることから制度を実施して、グループ内の意思疎通を進め、課題解決を図りたい。









　自治労共済学習会を開催　本日・午後５時２０分～　図書室











一括交付金の制度化に向けた基本的論点（政府の地域主権戦力会議ＨＰより）


国から地方への「ひも付き補助金」を廃止し、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の下、現行の補助金、交付金等を改革する。こうした改革を進めるにあたっての基本的論点を整理すると以下のとおりである。


Ⅰ　一括交付金の制度化の検討に当たっての前提


○�
現在の補助金等を経常と投資に、さらに経常を現金給付・保険・サービス給付に分類し、考え方を整理してはどうか。�
�
○�
地方の自由度の拡大に当たっては、現在の補助金等の縛り等、改善すべき点について、地方の意見をよく聞いて検討の参考にしてはどうか。�
�
Ⅱ　一括交付金の制度化に向けたポイント


１．一括交付金の対象となる「ひも付き補助金」の範囲


○�
一括交付金の対象となる「ひも付き補助金」の範囲をどうするか。除くこととされている「社会保障・義務教育関係」について、経常と投資、経常を現金給付・保険・サービス給付に分類し、除く範囲を整理してはどうか。�
�
○�
災害復旧のように臨時巨額の財政負担に対するものや防衛施設に関する交付金等についてどうするか。�
�
２．一括交付金の制度設計


（１）一括交付金の括り方


○�
一括交付金の括り方をどうするか。経常と投資、大まかな政策分野といった括り方をどう考えるか。�
�
（２）一括交付金の総額、配分


○�
一括交付金の総額についてどのように設定するか。地方団体への配分はどのような仕組みとするか。受け手として、都道府県、市町村を分けて考える必要があるか。�
�
（３）地方の自由度の拡大と国の関わり


○�
地方の自由度の拡大を図る際に、分野別の計画策定など国の事前関与をどう考えるか。�
�
○�
一括交付金の活用状況等に対する事後評価についてどう考えるか。�
�



【参考】ヨーロッパ地方自治憲章（1985年）の「地方自治体の財源」の規定


第９条⑦　地方自治体に対する補助金又は交付金は、可能な限り、特定目的に限定されないものでなければならない。補助金又は交付金の交付は、地方自治体がその権限の範囲内において政策的な裁量権を行使する基本的自由を奪うようなものであってはならない。























